
市民の皆さんに松戸市人事行政の運営等の状況について理解していただくため、その概要をお知らせします。

問 人事課 TEL：047-366-7306

◆職員の任免および職員数等に関する状況

1．部門別職員数の状況と主な増減理由（各年4月1日現在）

（注） 1　職員数は、一般職（常勤）に属する職員数です。

2　特別行政部門では、教育長を含んでいます。

3　【　　　】内は、条例定数の合計です。

2．職員の採用および退職の状況（平成24年度：平成24年4月1日～平成25年3月31日）

（注） 市長部局等には教育委員会を除く各行政委員会を含みます。
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3．年齢別職員構成の状況（平成25年4月１日現在）

　

4．職員数の推移

（単位：人・％）

（注） 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。
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◆職員の給与の状況

1．総括

(1)人件費の状況（普通会計決算）

人

（2）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注） 1　職員手当には退職手当を含みません。

2　職員数は、平成24年4月1日現在の人数です。

3　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、職員数には当該職員は含みません。

（3）特記事項

（給与減額の状況）

千円

給与費

　　　　　　％

（参考）

平成23年度の人件費率
人件費率　B/A実質収支

6,561,831

一人当たり

　　　　　千円

　　　　　千円

千円

3,123,50410,407,476

期末・勤勉手当

（参考）

類似団体平均

人件費　B歳出額　A　

485,876
平成24年度

（平成24年度末）

給料
職員数　A区分

128,816,804

17,653,116

千円

給与費 B/A

20.9

合計　Ｂ

平成24年4月1日～平成26年3月31日

抑制済又は減額措置の内容

（給料）

（手当） 地域手当、期末・勤勉手当、退職手当には影響しない。

2,620

人 千円

4,122,136

　1%･･･行政職俸給表、医療職俸給表（二）、医療職俸給表（三）、企業行政職俸給表の5級の管理職及び6級。
         教育職俸給表の4級。
　3%･･･行政職俸給表、医療職俸給表（二）、医療職俸給表（三）、企業行政職俸給表の7・8・9級。教育職俸給表の5級。
　5%･･･特別職

国の要請等を踏まえた
減額措置の取組

減額実施期間又は減額を実施していない場合はその理由

6,738

　　　　　　　　　　　％

21.8

6,457

　　　　　千円

26,967,778

千円

区分
住民基本台帳人口

実施

（H25.3.31）

平成24年度

職員手当

　　　　　　千円
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(4)ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

（注） 1　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、

　 学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数である。

2　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパレス指数を単純平均したものである。

3　「参考値」は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定・臨時特例法による給与削減措置が無いとした場合の値である。

【参考】　地域手当補正後のラスパイレス指数 （平成25年4月1日現在）

※　「地域手当補正後ラスパイレス指数」とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を

　　用いて補正したラスパイレス指数です。
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2．職員の平均給与月額、初任給等の状況

(1)職員の平均年齢、平均給料月額および平均給与月額の状況（平成25年4月1日現在）

　　　①一般行政職

歳 円 円 円 年

歳 円 円 円

歳 円 円 円

②技能労務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円 歳 円

歳 円 円 円 歳 円

歳 円 円 円 歳 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

円 円

円 円

円 円

※　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。

※　技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。

※　年収ベースの「公務員（C）」および「民間（D）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支給された

     期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

（注） 1　　「平均給料月額」とは、平成25年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

2　　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したもの

　　であり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたもの）で算出している。

3　　国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額（国比較ベース）」の括弧書きは、給与改定・臨時特例法による給与減額措置がない

　　とした場合の値（減額前）である。
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-
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うち用務員

区分

329,130
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16.8

376,257 円
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372,538

円-
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（2)職員の初任給の状況（平成25年4月1日現在）

Ⅰ種 円

Ⅱ種 円

円 円 円

円 円

（3)職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成25年4月1日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

140,100

418,628

区分

区分

172,200

256,033 379,071

220,300

－

141,900

経験年数20年

高校卒

大学卒 178,800 円
一般行政職

高校卒 144,500 144,500

141,900

技能労務職

技能労務職

経験年数15年

大学卒

高校卒

一般行政職
高校卒

経験年数10年

309,322

325,450

437,012

国

271,566

－

－ 309,793

－ －

361,723中学卒

178,800 円

松戸市 千葉県

181,200

経験年数30年

265,700
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3．一般行政職の級別職員数等の状況

（1)一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成25年4月1日現在）

（注） 1　松戸市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      2　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。

  

（2)昇給への勤務成績の反映状況

※松戸市においては実施しておりません。
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％
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4．職員の手当の状況

（1)期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（平成24年度） １人当たり平均支給額（平成24年度）

千円 千円

（平成24年度支給割合） （平成24年度支給割合） （平成24年度支給割合）

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 5～15％ ・役職加算 5～20％ ・役職加算 5～20％

・管理職加算　　15%、25% ・管理職加算 10～25％

（注） 　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

※勤務実績に応じて、最大30%まで加給

（2)退職手当（平成25年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

退職前早期退職特例措置 （2％～20％） 退職前早期退職特例措置 （2％～20％）

1人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注） 退職手当の1人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額です。

(3)地域手当

（平成25年4月1日現在）

％ 人 ％

％ 人 ％

（0.65）月分

支給職員１人当たり平均支給年額（平成24年度決算）

28.7875

千葉県

千円

国松戸市

（1.45）月分

15

404,599

1,423

2.60　月分 1.35　月分

期末手当

1,637

勤勉手当

全地域（医師以外）

23.03

支給率支給対象地域

55.86 55.86

55.86

支給実績（平成24年度決算）

38.955

松戸市

28.7875

円

国の制度（支給率）

32.83

10

支給対象職員数（平成25年度）

15

32.83

46.55

23.03

期末手当

（1.45）月分

2医師

55.86

2.60　月分

勤勉手当

（0.65）月分

55.86

38.955

2,929

46.55

期末手当 勤勉手当

13,525

1,195,591

26,982

10

55.86

国

―

2.60　月分 1.35　月分

（1.45）月分 （0.65）月分

1.35　月分

8



(4)特殊勤務手当（平成25年4月1日現在）

(5)時間外勤務手当

500円/日

左記職員に対する支給単価

500円/回

200円/回

400円/回

300円/日

2,000円（病人）、3,000円（死人）

300円/日

250円/日

100円～2,000円/回

75円/日

150円～1,500円/日

1,700円以内/日

200円/日

130円～600円/日

事務職 生活保護者の認定、面接、訪問等

事務職 行旅死病人の処理作業

教育業務

教育業務教育職員特別業務手当

教育業務連絡指導手当

支給実績（平成23年度決算）

事務職、技術職、技労職

事務職、技術職、技労職

特殊現場勤務手当

医療職

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成24年度）

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

税務職 外勤・対人折衝

生活保護等面接手当

手当の種類（手当数）（平成25年度）

特殊車両運転手当 技労職

行旅死病人取扱手当

事務職料金等徴収手当

通常保育

教育職

教育職

千円支給実績（平成24年度決算）

技労職

防疫作業、害虫駆除等技労職

635,492

724,917

304職員１人当たり平均支給年額（平成23年度決算）

321 千円

千円

職員１人当たり平均支給年額（平成24年度決算）

環境衛生従事手当

し尿・ごみ等収集処理手当 し尿・ごみ等収集処理

消防職

保育手当 調理員

消防出場手当

大規模災害等、消防水中訓練

感染症患者治療等

不快職場、土日勤務職場、延長保育

滞納分の料金徴収

有害物取扱、高所作業

36.6

14

大型車両、特殊車両運転

災害出場、救急出場

千円

円

％

支給実績（平成24年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成24年度決算）

税務外勤手当

防疫等作業手当

危険作業手当

47,211

千円51,130

500円/日

9



（6)その他の手当（平成25年4月１日現在）

円

円

円

円

円

円

○上記のうち満16歳となる年度初めから

千円

　定期代等月額55,000円までは全額支給

借家・借間の

平均支給年額手当名
国の制度と
異なる内容

扶養手当

住居手当
134,541

209,766

○配偶者以外の扶養親族

13,000円○配偶者

内容および支給単価

異なる
233,833

支給額

269,970

千円

　家賃が月額8,500円を超える場合、

6,500円

11,000円

国の制度
との異同

同じ

最低限度額

5,000円加算

初任給調整手当

○持家居住者 7,000円

○独身者が扶養している場合

　家賃額に応じて27,000円を限度に支給

1人につき

○借家・借間居住者

6,500円

　定期券は6ヶ月定期等最も経済的なもの

　勤務した職員

○休日における正規の勤務時間中に

○電車・バスを利用する場合

　使用距離に応じて月額3,000円～

管理職手当

通勤手当

休日勤務手当

2人目以降

1人目

支給職員１人当たり

2,197,500

224,866 81,888

○管理又は監督の地位にある職員

234,884

715,686
異なる

異なる

および支給額
378,598

役職分類 千円

182,740

千円

　25,500円を支給

○自動車等を使用する場合

（平成24年度決算）

千円

千円

自動車等使用

持家居住者の

者の距離区分

役職分類

および支給額

　月額183,100円以内を支給
4,395

および支給額

○医療職俸給表(一)の適用を受ける職員

支給実績
（平成24年度決算）

同じ

異なる

　時間単価の3.5割増×時間数を支給

　満22歳の年度末までの子

　（高校生～大学生）

　月額54,400円～114,000円を支給
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5．特別職の報酬等の状況（平成25年4月1日現在）

円 /

（ 円）

円 /

（ 円）

円 /

円 /

円 /

　 （平成24年度支給割合）

月分

　 （平成24年度支給割合）

月分

　　 （算定方式）

円

円

（注） 1　退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額および支給率に基づき、1期（4年＝48月）勤めた

    場合における退職手当の見込額です。   

2　市長、副市長については、平成25年度は給料月額の5%減額を行っています。カッコ内が減額前の給料月額です。

給
料

区分

市長

385,000円

360,000円

1,100,000円 275,400円

606,000円

940,000円 548,100円

（支給時期）

997,500

（参考）類似団体における最高／最低額

給料月額等

1,050,000

860,000

445,000円

副市長

議員

議長

副議長

副市長

議長

市長 23,688,000

議員

副議長

10,732,800

720,000

給料月額×在職月数×26/100

給料月額×在職月数×47/100

3.95

663,000円

副市長

（1期の手当額）

3.95

任期ごと

任期ごと

退
職
手
当

817,000

660,000

590,000

報
酬

期
末
手
当

市長

739,000円
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7．公営企業職員の状況

（1）病院事業

①　職員給与費の状況

　　決算

（注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費は含みません。

（注） 1　職員手当には退職手当を含みません。

2　職員数は、平成25年3月31日現在の人数です。

②　職員の基本給、平均月収額および平均年齢の状況（平成25年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

 歳 円 円

（注） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

③　職員の手当の状況

ア　期末・勤勉手当

1人当たり平均支給額（平成24年度）

（平成23年度支給割合）

期末手当 勤勉手当

2.60 月分 1.4 月分

（　1.45　） 月分 （　0.65　） 月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算       5～15％

（注） （　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（平成25年4月1日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分

その他の加算措置

退職前早期退職特例措置

1人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注） 退職手当の1人当たりの平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

区分 総費用　A
純損益又は
実質収支

職員給与費　B
総費用に占める （参考）　平成23年度の総費用

職員給与費比率　B/A に占める職員給与費比率

58.3

区分 職員数　A
給与費

1人当たり給与費　B/A
給料 職員手当 期末･勤勉手当 合計 Ｂ

平成24年度
千円 千円 千円 ％ ％

17,251,803 △ 499,730 9,992,572 57.9

区分 平均年齢 基本給 平均月収額

松戸市 39.1 361,982 603,292

千円

928 3,595,665 1,897,638 1,388,474 6,881,777 7,416
平成24年度

人 千円 千円 千円 千円

事務・医療技術者等 39.6 347,214 551,389

医師 44.0 611,287 1,215,291

看護師 38.0 321,456 511,380

32.83 38.955

46.55 55.86

55.86 55.86

松戸市病院事業

1,472 千円

松戸市病院事業

23.03 28.7875

（2％～20％）

2,469 24,383

団
体
平
均

565,922 1,380,847

看護師 38.5 286,732 451,166

事務職員 43.5 332,456 504,201

医師 44.2
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ウ　地域手当（平成25年4月1日現在）

％ 人 ％

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成25年4月1日現在）

オ　時間外勤務手当

カ　その他の手当（平成25年4月1日現在）

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

医師　　月額 100,100円

助産師　月額 10,000円

看護師　月額 6,000円

500円/回

3,000円/体

5,000円以内/月

19,000円/回

60,000円以内/回

200,000円以内/回

左記職員支給単価

月額200,000円以内

5,000円/人

10,000円以内/回

18,000円以内/回

13,000円以内/日

10,000円/月
（5回を超えた1回につき2,000円加
算）

7,500円以内/回

10,000円/月

200円/日

支給職員1人当たり平均支給年額（平成24年度決算） 446,227 円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

支給実績（平成24年度決算） 427,039 千円

医師 15 111 15

支給実績（平成24年度決算） 478,112 千円

全地域（医師以外） 10 868 10

医師に対する特例 支給率 支給対象職員数 医師の制度（支給率）

手当の種類（手当数）（平成25年度） 15

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

支給職員1人当たり平均支給年額（平成24年度決算） 587,361 円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成24年度） 85.1 ％

観察手当 医師 術後経過観察、重症患者治療

急患診療手当 全職種 救急診療のため業務に従事した職員

臨床指導・調査・研究手当 医師 診療業務

入院受入手当 医師 入院患者の受入業務

夜間看護手当 看護師・医療技術者 夜間看護等

手術手当 看護師 手術室に勤務

休祭日勤務手当 全職種 休祭日の特別な診療業務

自宅待機手当 全職種 救急診療等のため待機を命ぜられた職員

解剖手当 医師・医療技術者 解剖業務

特別看護手当 看護師・看護助手 早出、遅出勤務

放射線取扱手当 全職種 放射線等照射業務

防疫手当 全職種 感染症患者の収容、検診、治療、消毒作業

赴任手当 医師 要請に基づき赴任した医師

支給実績（平成24年度決算） 203,153 千円

院内待機手当 医師 救急のため院内待機

派遣手当 医師 要請に基づく診療業務等

職員1人当たり平均支給年額（平成23年度決算） 200 千円

手当名 内容および支給単価
一般行政職
の制度との

異同

一般行政職
の制度と

異なる内容

職員1人当たり平均支給年額（平成24年度決算） 212 千円

支給実績（平成23年度決算） 186,856 千円

169,098

通勤手当 52,696,182 73,291

管理職手当 188,181,336 927,002

支給実績
（平成24年度決算）

支給職員1人当た

り平均支給年額

（平成24年度決算）

扶養手当

P.8と同様

64,791,112 207,664

住居手当 93,511,067

円

休日勤務手当 505,819 28,101

初任給調整手当 異なる
支給対象者
および支給額

177,278,429 円 256,925
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(2)水道事業

① 職員給与費の状況

　　決算

（参考）

（注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費は含みません。

（注） 1　職員手当には退職手当を含みません。

2　職員数は、平成25年3月31日現在の人数です。

② 職員の基本給、平均月収額および平均年齢の状況（平成25年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

③ 職員の手当の状況

ア　期末・勤勉手当

1人当たり平均支給額（平成24年度）

千円

（平成24年度支給割合）

月分 月分

月分 月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算       5～15％

（注） （　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（平成25年4月1日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分

その他の加算措置

退職前早期退職特例措置

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注） 退職手当の1人当たりの平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

区分 総費用　A
 純損益又は

実質収支
職員給与費　B

総費用に占める
職員給与費比率

B/A
平成23年度の総費用に
占める職員給与費比率

9.6

区分 職員数　A
給与費 一人当たり給与費 

給料 職員手当 期末・勤勉手当 合計　Ｂ 　　B/A

平成24年度
　　　　千円 千円　 千円　 ％ ％

1,451,884 9,924 144,517 10.0

千円

23 85,213 25,771 33,533 144,517 6,283
平成24年度

人 千円 千円 　　　　　千円 千円

水道事業

23.03 28.7875

45.2 353,532 520,694

水道事業

1,458

区分 平均年齢 基本給 平均月収額

松戸市 46.1 353,982 523,612

団体平均

32.83 38.955

46.55 55.86

期末手当 勤勉手当

2.60 1.35

（　1.45　） （　0.65　）

55.86 55.86

（2％～20％）

実績なし 28,428
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ウ　地域手当

（平成25年4月1日現在）

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成25年4月1日現在）

オ　時間外勤務手当

カ　その他の手当（平成25年4月1日現在）  

円

円

円

円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成24年度決算） 406,609    円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数（平成25年度） 一般行政職の制度（支給率）

支給実績（平成24年度決算） 9,352 千円

支給職員1人当たり平均支給年額（平成24年度決算） - 　円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成24年度） - 　％

全地域 10 23 10

支給実績（平成24年度決算） - 千円

支給実績（平成24年度決算） 4,483 千円

- - - -

手当の種類（手当数）（平成25年度） -

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

職員1人当たり平均支給年額（平成23年度決算） 199 千円

手当名 内容および支給単価
一般行政職
の制度との

異同

一般行政職
の制度と

異なる内容

職員1人当たり平均支給年額（平成24年度決算） 195 千円

支給実績（平成23年度決算） 4,582 千円

支給実績
（平成24年度決算）

支給職員1人当たり
平均支給年額

（平成24年度決算）

扶養手当

P.8　と同様

3,134,000 円 241,077

住居手当 2,199,000 円 129,353

通勤手当 2,139,988 円 97,272

管理職手当 4,637,568 円 772,928
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◆職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（1）勤務時間制度（部局別）

1日・1週間当たりの勤務時間、始業・就業時刻、休憩時間、休息時間の状況

通常の日勤職員

勤務時間 1日当たり 7.75時間

1週間当たり　 38.75時間

始業時刻 午前8時30分

終業時刻 午後5時00分

休憩時間 午後0時15分～午後1時00分 (45分間）

その他の職員

夜間勤務（2交代制、3交代制のある交代勤務職場（消防、クリーンセンター、病院等）

休憩時間 勤務時間が8時間以上に1時間以上

休息時間 平成19年4月1日から廃止

（2）休暇制度{年休・特別休暇(病休含む）・介護休暇、組合休暇}

① 年次有給休暇制度 毎年度4月1日に最高20日付与、翌年度に20日まで繰り越すことが可能

② 特別休暇

夏季休暇 7月から9月までの間に8日以内

結婚休暇 5日以内

忌引休暇 続柄により1日～10日

父母の追悼 実父母の3回忌、7回忌などの行事の日　1日

母体保護時間 妊娠中　30分単位で1日朝夕1時間まで

妊婦検診 妊娠中又は出産後1年以内の職員　必要な時間

妊娠6月まで4週に1回、妊娠7月から9月までは2週間に1回、産後1年まではその間に1回

妻の分娩休暇 分娩の日から2週間以内に3日

男性の育児休暇 妻の出産日の翌日から8週間（小学校就学前の子が別にいる場合、出産予定日の前8週間から出産日後8週間）の間に

生まれた子、又は小学校就学前の子の養育のため、当該期間内において5日以内

育児時間 生後１歳に達しない子を育てるとき、30分単位で1日朝夕1時間まで

子の看護休暇 9歳に達する日以後の最初の3月31日までの間にある子(配偶者の子を含む。)が病気や負傷した場合の看護をするため

に、対象となる子どもが1人の場合は、1年度で5日以内、2人以上いる場合は、1年度で10日以内

短期介護休暇 配偶者、父母、子等が疾病、老齢により日常生活を営むにあたり支障がある場合、1年度で5日以内

公民権行使 必要な時間（選挙等）

裁判員、証人、鑑定人 裁判員、証人、鑑定人として裁判所に出頭するとき、又はこれに準ずるとき、必要な期間

生理休暇 女性が生理時に就業が著しく困難なとき、2日以内

ボランティア休暇 1年度で5日以内

大災害の被災地、被災者への支援

身体障害者療護施設、特別養護老人ホームなどの支援

青少年の健全育成を目的とする活動

ドナー休暇 骨髄移植のための骨髄若しくは末梢血幹細胞移植のため末梢血幹細胞の提供希望の登録、検査、入院等、必要な期間

産前・産後休暇 分娩予定日前8週間(多胎妊娠の場合においては、14週間）前の日から出産日後8週間を経過する日までの期間

災害休暇 市長が必要と認めたとき、必要な期間

③ 介護休暇 配偶者、父母、子等が疾病、老齢により日常生活を営むにあたり支障がある場合、一の疾病に対し180日間　無給

④ 病気休暇 負傷、疾病にかかったとき、医師が療養に必要と認めた期間、最長90日間

⑤ 組合休暇 登録された職員団体の業務、又は活動に従事する期間、1年度で30日まで　無給
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◆職員の分限および懲戒処分の状況

（1）分限処分の処分人数（部局別）

平成24年度分限休職処分者数（延べ人数）

40 人

11 人

8 人

15 人

0 人

74 人

（2）懲戒処分の処分人数（部局別）

平成24年度懲戒処分者数

5 人

1 人

0 人

1 人

0 人

7 人

◆職務の服務状況

（1）年休使用状況（部局別）

① 年次有給休暇の平成24年度平均取得日数 ② 年次有給休暇の平成25年4月1日の平均付与日数

日 日

日 日

日 日

日 日

日 日

（2）育休・部分休業取得状況（部局別）

① 平成24年度育児休業新規取得者数 ② 平成24年度部分休業新規取得者数

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

◆職員の研修および勤務成績の評定の状況

（1）研修の実績（平成24年度・人事課実施分）

処分事由

処分事由

市長部局等

病院 停職6カ月

水道

14

15

部局

水道

研　修　内　容

36.5

市長部局等

教育委員会

水道 0

教育委員会

病院

人数部局

水道

消防局

合計

市長部局等

市長部局等

人数

処分の種類

処分の種類

停職3カ月（1人）
戒告（4人）

休職

休職

合計

休職

13.6

11.6

9.3

12.1

人数

11.6

消防局

部局

水道

市長部局等

病院

教育委員会

日数

区　分

部局

教育委員会

消防局

37.5

教育委員会 37.0

病院

消防局 38.8

38.0

人数部局

特別研修

水道

役職および勤務年数等に応じた基本的な知識・技能の習得

人数

特定の行政課題に対応するために必要な知識・技能の習得

1,059人

719人

派遣研修

基本研修

2,497人276合計

実務研修

市長部局等

教育委員会

26

0

15

0

消防局

病院

消防局

心身の故障（地方公務員法第28条第2項第1号）

地方公務員法第29条第1項第1号および第3号

1

コース数

315人

部局 日数

243職務の専門的かつ総合的な知識・技能の習得のため専門機関へ派遣

404人4実務遂行に必要な知識・技能の習得

休職

戒告

20

5

1

病院

0
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（2）勤務成績の評定の状況（平成24年度）

◆職員の福祉および利益の保護の状況

（1）千葉県市町村職員共済組合、公立学校共済組合

地方公務員等共済組合法に基づき、健康保険に相当する短期給付、厚生年金保険に相当する長期給付事業等を行っています。

（2）松戸市役所職員共済組合

地方公務員法第42条に基づき、職員の元気回復、その他厚生に関する事業を実施していますが、この組織は、現在、市からの

交付金（公費支出）はなく、組合員（職員）の掛金だけで運営されています。

（3）健康診断の実施状況

労働安全衛生法に基づき、年一回職員に対して健康診断を実施しています。

（4）公務・通勤災害件数(部局別）(平成24年度）

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

◆公平委員会の業務の状況

対象者

特殊業務等健康診断

区分

定期健康診断（35歳未満）

平成24年9月末日に在職する職員（臨時職員、非常勤職員、条件付採用期間中職員等を除く）

評定項目

評定期間

受診者数

独創性、理解判断力、評価力、指導監督力、職務知識、企画立案力、折衝力、協調性、積極性、責
任感、研究心、服務規律、正確性、仕事の早さ、仕事の成果、応対力、言語表現力、文書表現力、
計数力、勤勉性、即応性、熟練性

対象職員数

平成23年10月1日から平成24年9月30日

3,005人

1 1

消防局 3 3 消防局 1 1

公務災害 申請 認定 通勤災害 申請 認定

市長部局等 8 8 市長部局等 5 5

10 10

1．勤務条件に関する措置の要求の状況 該当なし

2．不利益処分に関する不服申立ての状況 該当あり

病院 2 1 病院 3 3

水道 0 0 水道 0 0

人

人

558

1,504

95

合計 17 16 合計

教育委員会 4 4 教育委員会

定期健康診断及び
生活習慣病予防検査（35歳以上）

人
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